



















































































































































地 租 196，571 196，571 o
?
業 雑 種 税 40，740 36，578 11．4
戸
?
割 111，423 129，043 △13．7
翌 年 度　繰 越 金 『 94 △100．0
?





費　　　　　　　　目 予算決議 予算原案 増減率
地　　　　　　　　　租 251β77 251，877 0
営　　　　業　　　　税 20，138 20206 △0．3
雑　　　　種　　　　税 20，698 21，506 △3．8
漁　　　　業　　　　税 6，622 5，745 △！5．3
雑　　　　収　　　　入 12，595 12，595 0
11年度支払残越高 5，285 5，285 0
年　度　終　追　納 48β08 48β08 0
戸　　　　数　　　　割 26，517 31，821 △16．2
14　年　度　繰　替 1 30 △96．7








費　　　　　　　　目 予算決議 予算原案 増減率
地　　　　　　　　　租 R55，769 369，646 △3．8
営　　　　業　　　　税 23，215 22，550 ．2二91「
雑　　　　種　　　　税 26β71 22，233 18．6
捕　魚　採　藻　税 6，622 6，622 0
雑　　　　収　　　　入 68，441 58，504 工7．0
12年度支払残越高 12，713 12，713 0
年　度　後　追　納 3，G64 3，064 0
戸　　　　数　　　　割 32β67 41，818 △22．6





費　　　　　月 予算決議 予算原案 増減率
地　　　　　　　　　租 300，165 368，846 △18．6
営　　　　業　　　　税 60，976 40β55 51．1
雑　　　　種　　　　税 27，730 24，282 14．2
戸　　　　数　　　　割 29，839 33，812 △11．8
国　庫　下　渡　金 17，706 19，876 △10．9
寄　　　　付　　　　金 2，250 2，250 0
雑　　　　収　　　　入 117，040 115，948 0．9










費　　　　　　　　目 予算決議 予算原案 増減率
地　　　　　　　　　租 285，376 318，500 △10．4
営　　　　業　　　　税 60，976 60，976 0
雑　　　　種　　　　税 27，799 26，719 4．0
戸　　　　数　　　　割 29，158 38，877 △25．0
雑　　　　収　　　　入 57，912 65，226 △11．2
前々年度より繰越金 4，159 4，159 0
国　庫　下　渡　金 17，898 18，793 △4．8































































































































































































































































年　　　　度 郡部支出 区部支出 郡部収入 区部収入
1884（明治17） 467，943 50，556 470，249 48，310
1885（〃18） 555，082 57，406 560，742 58，018
1886（”19） 619，400 74，940 647，834 58，369
1887（〃20） 492，001 60，711 497，611 55，100











































































































































年　　　度 区（市）税 県税 国税
ユ883（明治16） 20．4 17．7 61．9
1884（〃17） 22．1 20．5 57．4
1885（〃18） 9．3 23．4 67．3
1886（〃19） 13．4 26．4 60．2
1887（〃20） 14．7 25．7 59．6
5年間平均 16．1 22．7 61．0
1888（”21） 9．0 28．3 62．7
1889（〃22） 14．5 22．3 63．2
1890（〃23） 17．8 24．5 57．7
1891（〃24） 14．3 15．7 70．0
1892（〃25） 14．7 15．9 69．4
5年間平均 14．0 21．3 64．6
注）r広島市議会史』統計資料編，704ページより作成。
表10　広島市の予算と宇品市有地
年　　　度 当初予算総額 財産ヨリ生ズル収入 市公債費
? ? ? ? ?
1890（明治23） 45，926 2，228 5．0 7，504 16．3
1891（〃24） 45，510 845 1．9 12，101 26．6
1892（〃25） 46，065 736 1．6 12，99928．2
正893（〃26） 46，704 678 1．5 14，00730．0
1894（〃27） 47，355 342 0．7 13，71629．0
注ユ）甲斐英男「二三広島の都市経営と宇品」広島市公文書館r紀要』第9号より作
　　成。
　2）各年度の広島市会「議決書」による。「財産ヨリ生ズル収入」中には，宇品古有
　　地の「貸渡料1のほか，若干の「貸家料」「器械貸渡料」「預金利子」などが含ま
　　れている。
　（3）市公債費の重圧と宇品市有地売却をめぐる論議
　宇品港の土地処分によって，成立した宇品市有地は，その後，「貸渡料」と
いう形をとって実現される「財産ヨリ生ズル収入」が市制施行後年々削減さ
れる中で，その購入の際の公借金が「市公債費」として広島市の財政を圧迫
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することとなったため，1890年代の市会で論議されることとなったのであ
る。そこで，まず，1890（明治23）年から1894（明治27）年までの各年度の
当初予算額と，これに占める「財産ヨリ生ズル収入」と，「市公債費」の構成
比の推移を見よう。表9はこれを示すものである。みられるように，「財産ヨ
リ生ズル収入」は，当初の5．0％から1％さらに0．7％にまで低下した。垣下
の注にもあるとおり，これには，「門渡料」のほかに若干の「貸家料」，「器械
干網料」，「預金利子」などが含まれているのである。また，「市公債費」は
16．3％から29．0％へと上昇しているのである。
　このようにして，市公債費は，歳出の3分の1近くを占め，市財政の圧迫
要因となり，これへの対策が打ち出されるところとなった㈹。これは，『芸備
日日新聞』の広島市会議事欄に明らかであり，広島市は，県との関係におい
て鍋島広島県知事に対する行政訴訟にふみ切り勝訴の裁決を得ている㈹。
　しかし，公債費が市財政を圧迫する中で，宇品市有地の売却問題が日清戦
争後の都市経営上の大きな問題となっていった。
　1895（明治28）年12月，広島市会で第31号議案として「宇品町宅地売却ノ
件」が提案された（48＞。その内容は，宇品市有地の3分の1強に相当する
16，062坪余の宅地を陸軍省に売却する権限を市参事会に与えるというもので
あった。内藤松太郎ほか9名の議員提案の形をとったこの議案は，売却価額
をめぐる論議ののちに「最高価ヲ示シテ余は市参事会ニ一任スル」ことで会
員の賛成を得たが，市参事会の執行を応援するため市会から5名の売却委員
が選任され，委員会で「代価ハ陸軍省ノ思想二字ズルコト」を決議しその旨
を市参事会に伝えて陸軍省との売却交渉にあtcらせたのである（49）。
　市有地の売却代金については，市会と市参事会との間で対立・衝突が見ら
（46）前掲，r広島市議会史』，530ページ以下。
（47）同上，535－536ページ。
（48）r広島市議会史』議事資料編1，189ページ。
（49）同上，190－192ページ。
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れたのであり，これに付随して，軍用水道布設中止問題が起こったが，これ
も，市財政逼迫の「苦悩」に発したものであった。
　このようにして，当時の新聞論調には，「宇品港土地買上の必然なるを説」
く論説が展開された（50）。1896（明治29）年6月目は，市有地売却に関する建
議案が出されている。そうして，このことは，宇品港の軍港化への道を連動
しつつ進行していくのであった（51）。
　（4）　4県廃止の提案と市会での存続運動
　以上のような広島県三部経済制の広島市（区）へのインパクトとあわせ，
いま一つ，成立後同制度は広島県では，1890（明治23）年5，月17日の府県
制・郡制の公布を通じ，これを東京，大阪，京都の3府のみに限定し，他の
4県では廃止せよという提案がみられ，いわぽ外からの“危機”に見舞われ
たことである。これに対し，横浜・名古屋・神戸市で三部経済制存続運動を
市会を挙げて展開し，広島市も1891（明治24）年市会議長らが同制度存続の
ため中央の監督官庁に陳情している。存続運動の背景には，ようやく獲得し
増員をみた市（区）部選出議員数を制度成立以前に返し削減することを容認
できない事情やせっかく得られはじめた都市行財政の「特権」を喪失するこ
とへの大きな危惧があったことも否定できない点であろう。
むすびにかえて
　以上考察してきたように，市制成立前夜の広島区への三部経済制の導入
は，広島県における都市（区）と農村（22郡）間の利害の対立における農村
部側からの要望と圧力の大きさを特徴一これは先進大都市東京，大阪など
（50）前掲，r広島市議会史』総説・明治編，537ページ以下を参照。
（51）同上，538－541ページ。
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の導入事例とも異なっていた一づけていた。
　三部経済制成立を契機として，広島市（区）には，幾多の曲折を経ながら
も，①県会内における区（市）部会議員の定員数の増大による発言権の増
大，②区（市）部議員の欠席戦術などその政治的活動の拡大，③1888年4月
からの戸数割に代わる家屋税の導入による都市税制の整備や市制成立以降の
市公債起債の拡大と市債費の重圧，④市部・郡部（町村）問の税体系及び負
担割合の分離による市部の都市的経費の増大，などがもたらされたのであ
る。
　そうして，最後に，われわれは，広島県への三部経済制導入の直接的な
きっかけとなった宇品築港問題と築港財源の処理→市公債の起債→市債費の
重圧→宇品市有地の売却等を通ずる宇品港の軍港化への道，といった軍都広
島市の都市形成の特殊性とも連動していたことを述べてむすびにかえたい。
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